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証券コード　9818
2021年６月８日

株　主　各　位
大阪市住之江区緑木一丁目４番39号

代表取締役社長 古　野　　　晃
第71回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第71回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　近時、新型コロナウイルスの感染状況に鑑み慎重に検討いたしました結果、本株主総会につきまし
ては、適切な感染防止策を実施の上、開催させていただくことといたしました。（注）
　株主の皆様におかれましては、感染防止の観点から、本株主総会につきましては極力書面により事
前に議決権を行使いただき、株主総会当日のご来場をお控えいただくようお願い申しあげます。
　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛
否を表示いただき、2021年６月28日（月曜日）午後５時30分までに到着するようご返送くださいま
すようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2021年６月29日（火曜日）午前10時
２．場 所 大阪市住之江区緑木一丁目４番39号

本社６階会議室
３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第71期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告、連結計算書
類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第71期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
第４号議案 退任取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び退任監査等委員である取締

役に対する退職慰労金贈呈の件
第５号議案 役員賞与支給の件

以　上
※当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
※株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.gas-daimaru.co.jp）に掲載させていただきます。
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（注）

＜新型コロナウイルス感染拡大防止のための対応について＞

　新型コロナウイルスの感染予防及び拡散防止のため、本株主総会に出席される株主様は、株主総
会開催日現在の感染状況やご自身の体調をご確認の上、マスク着用などの感染予防にご配慮いただ
きますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会開催日におきまして感染拡大の収束が見込まれない場合、下記の対応を実施させ
ていただく予定です。本株主総会へのご出席を検討されている株主の皆様におかれましては、何卒
ご理解賜りますようよろしくお願い申しあげます。

記

１．感染のリスクを避けるため、株主総会のご来場を見合わせ、書面により事前に議決権行使をし
ていただくことを強く推奨いたします。その際には、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否を表示いただき、2021年６月28日（月曜日）午後５時30分までに到着するようご返送く
ださい。

２．ご出席いただいた場合、当日はアルコール消毒液の噴霧やマスク着用にご協力いただくほか、
入口での検温を実施いたします。体温が一定以上である場合や、体調がすぐれていないと当社
が判断した株主様につきましては、本会場のご入場をお控えいただく場合がございます。

３．本株主総会の運営スタッフ及び出席役員はマスク着用で対応させていただきます。

＜お土産の取り止めについて＞

　本年は株主総会ご出席の株主様へのお土産を取り止めさせていただきます。何卒ご理解賜ります
ようよろしくお願い申しあげます。

以　上
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(添付書類)

事　 業　 報　 告

(2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的パンデミックによ
る経済の不確実性の中で戦後最悪の落ち込みを記録しました。公的支出による下支えや、一部の
業種で巣ごもり需要がみられるものの、新型コロナウイルス感染症の収束の見通しが立たず、依
然として予断を許さない状況が続いております。また、当社グループの売上高に影響を及ぼす原
油価格は、回復歩調で前連結会計年度の８割程度の水準で推移しております。
　このような環境のもとで、当社グループの売上高は、医療・産業ガス事業において株式会社キ
ンキ酸器の売上が前連結会計年度第３四半期より連結されたこと、また、リビング事業において
角丸エナジー株式会社の売上が前連結会計年度第４四半期より連結されたこと等により、
21,417百万円と前連結会計年度と比べ2,882百万円（15.6％）の増収となりました。
　損益面では、売上増加に伴い売上総利益は、8,208百万円と前連結会計年度と比べ742百万円
（9.9％）の増益となりました。株式会社キンキ酸器の販売費の増加及びのれん償却の発生等に
より、販売費が7,217百万円と前連結会計年度と比べ591百万円（8.9％）増加したものの、営業
利益は、991百万円と前連結会計年度と比べ151百万円（18.0％）の増益となりました。
  営業外収益及び営業外費用を加減算した経常利益は、1,102百万円と前連結会計年度と比べ156
百万円（16.5％）の増益となりました。法人税、住民税及び事業税等控除後の親会社株主に帰属
する当期純利益は、前連結会計年度に投資有価証券売却益398百万円を計上したこともあり、670
百万円と前連結会計年度と比べ177百万円（20.9％）の減益となりました。

　セグメントごとの経営成績の概況は、次のとおりであります。
【リビング事業】
　当セグメントにおきましては、ＬＰガスの仕入価格に連動する販売単価が下落したものの、Ｌ
Ｐガスの出荷量が前連結会計年度と比べ増加し、また、角丸エナジー株式会社の売上が前連結会
計年度第４四半期より連結されたこと等により、売上高は13,812百万円と、前連結会計年度と
比べ1,813百万円（15.1％）の増収となりました。

－ 3 －



【アクア事業】
　当セグメントにおきましては、「知床らうす海洋深層水純水ブレンド」（エフィールウォー
ター）及び「スーパーバナジウム富士」の販売本数が若干減少し、売上高は1,254百万円と、
前連結会計年度と比べ13百万円（1.1％）の減収となりました。

【医療・産業ガス事業】
　当セグメントにおきましては、酸素濃縮器等の在宅医療機器のレンタルにおいて販売が増加
し、また、株式会社キンキ酸器の売上が前連結会計年度第３四半期より連結されたこと等によ
り、売上高は6,350百万円と、前連結会計年度と比べ1,082百万円（20.5％）の増収となりま
した。

部門別売上状況

期　別
事業区分

第70期（前連結会計年度） 第71期（当連結会計年度）

金　額 構成比 金　額 構成比

ぽっぽガス 4,319 百万円 23.3 ％ 4,330 百万円 20.2 ％

エネルギー 5,104 27.5 6,982 32.6

住宅設備 2,575 13.9 2,499 11.7

リビング事業 11,998 64.7 13,812 64.5

アクア事業 1,268 6.9 1,254 5.9

在宅・医療ガス 3,407 18.4 4,650 21.7

産業ガス・機材 1,860 10.0 1,700 7.9

医療・産業ガス事業 5,268 28.4 6,350 29.6

合　　計 18,535 100.0 21,417 100.0
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⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度に実施した設備投資の総額は897百万円であります。その主なものは、リビン
グ事業におけるＬＰガス配管設備、医療・産業ガス事業における高圧ガス配管設備及びレンタル
用の在宅医療機器等であります。
　なお、当社グループの配送業務に係る車両のリース資産として、104百万円を計上しておりま
す。

⑶　資金調達の状況
　当連結会計年度において、主に他の会社の株式の取得を目的として、長期借入金429百万円を
調達いたしました。

⑷　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

⑸　財産及び損益の状況の推移

区 分
第 68 期

(自　2017. 4 . 1
至　2018. 3 .31)

第 69 期

(自　2018. 4 . 1
至　2019. 3 .31)

第 70 期

(自　2019. 4 . 1
至　2020. 3 .31)

第 71 期
（当連結会計年度）

(自　2020. 4 . 1
至　2021. 3 .31)

売 上 高 16,564 百万円 17,246 百万円 18,535 百万円 21,417 百万円

経 常 利 益 866 百万円 903 百万円 946 百万円 1,102 百万円

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 478

百万円
597

百万円
848

百万円
670

百万円

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 62

円
25

銭
78

円
45

銭
111

円
29

銭
88

円
06

銭

総 資 産 14,462 百万円 15,218 百万円 19,416 百万円 19,440 百万円

純 資 産 10,756 百万円 11,263 百万円 11,984 百万円 12,675 百万円
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⑹　対処すべき課題
当社グループは、ＬＰガス販売を中核とするリビング事業により発展してまいりました。「保安な

くして繁栄なし」をモットーに「保安の確保」「安定供給」を追求するとともに快適で安全な暮らし
のサポーターとなることを目指しております。しかしながら、ＬＰガスの販売環境は、電気、都市ガ
スの小売り自由化や省エネ機器の普及、都市ガスエリアへの人口シフトによる出荷量の減少、といっ
た厳しい状況にあります。昨年来の新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、巣ごもり需要で
の家庭用ＬＰガス販売量は増加しましたが、反面、業務用及び工業用の販売量が減少し、また展示販
売の中止や対面営業の制約を受け、リフォーム等の器具販売にも影響がありました。産業用ガスに関
しても、工場、温浴施設の操業停止により販売量が減少となり、依然として予断を許さない状況が続
いております。

これらの経営環境をとらえ、リビング事業を維持発展させながらアクア事業及び医療・産業ガス事
業を第２、第３の収益の柱にするべく経営資源を投入してまいりました。
　来期は「グループの強靭な連携・結束」を掲げて、業務の効率化、保安の確保、安定供給体制の強
化を推し進めてまいります。

各事業の主な施策は次のとおりであります。
【リビング事業】
　①　需要開発課の機能強化により、ＬＰガスの利用を促し、新規のお客様獲得及び既存のお客

様との関係強化に注力します。
　②　電力販売事業は契約数3万件に向け、ＬＰガスやアクア商品とのセット販売及びグループ
　　　会社との連携による拡販に努めます。
　③　全営業店で建築・工事のスペシャリストを育成し、リフォーム事業の自立に注力します。
　④　ＬＰＷＡ（広域無線通信検針システム）を計画的に設置して、検針・配送業務の効率化を

図ります。
【アクア事業】
　①　各事業部門との連携及び他商材を絡めた販売戦略を展開します。
　②　販売チャネルの多様化による営業展開を図ります。
　③　ミネラルウォーター以外の商材提案も行い、お客様満足度を高めて当社ファン作りに努め

ます。
　④　設備強化を実施した鈴鹿工場・山中湖工場において、環境への取組みとして、さらなる廃

棄物の削減に取り組みます。
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【医療・産業ガス事業】
　①　高圧ガス充填設備を持つ滋賀支店、奈良営業所、近畿酸素株式会社の３拠点及び製造・
　　　物流室が連携し、供給体制の強化及び配送効率の向上を図ります。
　②　グループ全体のスケールメリットを活かした営業基盤の拡充強化を図ります。
　③　当社及び子会社化した株式会社キンキ酸器の２社により、近畿圏でのさらなるシェア拡大

に努めます。
　④　配送機能、及びメンテナンス等のアフターサービス機能の集約を行い、さらなる基盤強化

を図ります。
　⑤　農業、食品、製薬分野等への産業用ガス需要開拓を推進します。

　なお、当期は１株当たり中間期９円50銭の配当を実施し、期末は会社創立７０周年記念配当１円50
銭を合わせて１１円の配当を予定しております。業績の進展や投資状況を総合的に勘案しながら、引
き続き株主還元に努めてまいりたいと存じます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

⑺　重要な親会社及び子会社の状況（2021年３月31日現在）
①　親会社との関係

　該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

丸 信 ガ ス 株 式 会 社 20,000千円 100％ ＬＰガス販売

湖 東 ガ ス 株 式 会 社 32,400千円 100％ ＬＰガス販売

近 畿 酸 素 株 式 会 社 10,000千円 100％ 一般高圧ガス製造・販売

株 式 会 社 フ モ ト 商 会 10,000千円 100％ ＬＰガス販売

株 式 会 社 キ ン キ 酸 器 15,100千円 100％ 在宅医療機器のレンタル、医療用ガス販売

角 丸 エ ナ ジ ー 株 式 会 社 10,000千円 100％ ガソリンスタンドの経営、ＬＰガス販売

（注）2021年1月１日付で、サンキホールディングス株式会社は連結子会社である株式会社キンキ酸器に吸収合
併されたことにより、消滅いたしました。
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⑻　主要な事業内容（2021年３月31日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容 、 取 扱 商 品 等

リビング事業 ＬＰガス（プロパンガス、ブタンガス）、住宅設備機器等の販売

ぽっぽガス ＬＰガス（プロパンガス家庭用・業務用・工業用）

エネルギー ＬＰガス（プロパンガス卸売、ブタンガス）、石油製品（ガソリン、軽油、灯
油等）、電力事業（代理店）

住宅設備 ガス器具、システムキッチン、空調機器、家電製品、太陽光発電システム、リ
フォーム

アクア事業 ミネラルウォーターの製造販売等

医療・産業ガス事業 在宅医療機器のレンタル、保守管理および医療・産業ガス、産業機材等の販売

在宅・医療ガス 在宅医療機器、在宅医療用酸素、医療ガス、医療機器

産業ガス・機材 産業ガス、溶接・溶断機器、溶接材料、産業機器
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⑼　主要な営業所及び工場（2021年３月31日現在）
当　社

本社 大阪府大阪市住之江区緑木一丁目４番39号

支店
関東（茨城県かすみがうら市） 滋賀（滋賀県愛知郡）
湖南（滋賀県野洲市） 京都（京都府京都市）
大阪（大阪府岸和田市） 和歌山（和歌山県和歌山市）

営業所

北陸（福井県福井市） 奈良（奈良県大和高田市）
高松（香川県高松市） 阪神（大阪府豊中市）
神戸（兵庫県神戸市） アクア東京（東京都練馬区）
アクア阪神（大阪府豊中市）

ぽっぽガス事業所

各支店に併設、及び 水戸（茨城県水戸市）
北陸（福井県福井市） 長浜（滋賀県長浜市）
彦根（滋賀県彦根市） 近江八幡（滋賀県近江八幡市）
草津（滋賀県栗東市） 栗東（滋賀県栗東市）
大阪（大阪府堺市） 泉南（大阪府阪南市）
紀北（和歌山県伊都郡） 中紀（和歌山県日高郡）
奈良（奈良県大和高田市） 高松（香川県高松市）

医療・産業ガス事業所 中部（愛知県一宮市） 九州（宮崎県宮崎市）

工場
アクアボトリング鈴鹿工場（滋賀県東近江市）
アクアボトリング山中湖工場（山梨県南都留郡）
ガス充填工場：各支店（京都支店を除く）及び奈良営業所、泉南事業所に併設

子会社

丸信ガス株式会社（愛媛県松山市）
湖東ガス株式会社（滋賀県東近江市）
近畿酸素株式会社（兵庫県丹波篠山市）
株式会社フモト商会（愛媛県松山市）
株式会社キンキ酸器（大阪府吹田市）
角丸エナジー株式会社（大阪府泉南市）
彦根ホームガス株式会社（滋賀県彦根市）

（注）2021年1月１日付でサンキホールディングス株式会社は連結子会社である株式会社キンキ酸器に吸収合併
されたことにより、消滅いたしました。
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⑽　従業員の状況（2021年３月31日現在）
①　企業集団の従業員数

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

510名［　55名］ 13名増

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数については、年間の平均雇用人員（１日８時間換算）を［　］
内に外書きしております。

②　当社の従業員数
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

388名［　40名］ 15名増 44.5歳 11.6年

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数については、年間の平均雇用人員（１日８時間換算）を［　］
内に外書きしております。

⑾　主要な借入先（2021年3月31日現在）
借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 908百万円

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 323百万円

株 式 会 社 京 都 銀 行 238百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 223百万円
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２．会社の株式に関する事項（2021年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 22,600,000株

⑵　発行済株式の総数 8,046,500株（自己株式426,775株を含む。）

⑶　当事業年度末の株主数 1,800名

⑷　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

大 丸 エ ナ ウ ィ ン 共 栄 会 869 千株 11.4 ％

Ｅ Ｎ Ｅ Ｏ Ｓ グ ロ ー ブ 株 式 会 社 498 6.5

株 式 会 社 パ ロ マ 352 4.6

大 丸 エ ナ ウ ィ ン 社 員 持 株 会 323 4.2

光 通 信 株 式 会 社 247 3.2

青 木 尚 史 241 3.2

伊 藤 吉 朝 235 3.1

堀 川 産 業 株 式 会 社 225 3.0

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 187 2.5

青 　 木 　 さ か え 183 2.4

（注）１．当社は、自己株式426,775株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
２．持株比率は自己株式を控除し、小数点第２位を四捨五入して計算しております。

⑸　その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項
⑴　取締役の状況（2021年３月31日現在）

地 　 　 位 氏 　 　 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 古 　 野 　 　 　 晃

専 務 取 締 役 田 　 中 　 　 　 勝 営業統轄 兼リビング事業本部長 兼アクア事業本部長、
湖東ガス株式会社代表取締役社長

取 締 役 居 内 清 和 滋賀支店長

取 締 役 青 木 重 人 医療・産業ガス事業本部長 兼在宅・医療ガス部長 兼製
造・物流室長

取 締 役 宮 前 雅 彦 総務部長 兼情報企画部長

取 締 役 塚 本 晃 久 財務部長

取 締 役 中 野 雅 司 リビング事業本部副本部長 兼ぽっぽガス部長 兼エネル
ギー・住設部長 兼新エネルギー部長

取締役（常勤監査等委員） 中 井 星 治

取締役（監査等委員） 松 井 大 輔
松井公認会計士事務所　所長
ＴＯＮＥ株式会社　社外取締役（監査等委員）
神陽監査法人　代表社員

取締役（監査等委員） 桑 　 森 　 ひ と み 弁護士法人桑森法律事務所　代表者

（注）１．取締役松井大輔氏及び桑森ひとみ氏は社外取締役であります。なお、当社は両氏を株式会社東京証券
取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所へ届け出ております。

２．当社は、内部監査部門及び会計監査人との連携を円滑に行い、監査・監督機能の実効性を高めるため、
中井星治氏を常勤の監査等委員として選定しております。

３．監査等委員松井大輔氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。

４．取締役青木尚史氏は2020年６月26日開催の第70回定時株主総会終結の時をもって退任いたしまし
た。

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役（監査等委員）中井星治氏、松井大輔氏及び桑森ひとみ氏との間で、会社法第
427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
ります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責
任限度額といたします。
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⑶　役員等賠償責任保険契約に関する事項
　当社は、当社及び当社子会社におけるすべての取締役、監査役を被保険者とした改正会社法
（2021年3月1日施行）第430条の3に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結
しております。
　当該保険により被保険者が負担することになる損害賠償金・防御費用の損害を填補することとし
ており、その保険料を全額当社が負担しております。

⑷　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
　当社は、2021年2月24日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定
方針を決議しております。
　また、取締役会は、代表取締役に委任した当事業年度に係る取締役の個人別の報酬額について、
当社グループの全体及び事業別の業績を勘案した上で総合的に評価したものであり、決定方針に沿
うものであると判断しております。

＜１．基本方針＞
　当社の役員報酬は、

①社会インフラ、公共性の高い事業を行っている企業として相応しいものであること
②同業の事業規模や企業価値からみて妥当なものであること
③社内の昇格ステップに合わせ、資格や実績等の総合判断に見合う魅力的なものであること
④過去の役員報酬と連続性のあるものであること
を基本方針とする。
また役員報酬は、基本報酬（一部退任時支給の慰労金を含む）、短期業績連動報酬としての賞与
で構成される。

＜２．基本報酬の個人別の報酬の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関
する方針を含む）＞
　当社の役員の基本報酬は、月例の固定報酬とし、基本方針を踏まえつつ、役位・職責・在任年数
等に応じて総合的に勘案して決定するものとする。この中には報酬の後払いの位置付けとして退任
後に支給する退職慰労金の引当金も含まれる。退職慰労金は基準月額に在職月数や功労加算・減額
を加味して算出するものとする。

＜３．業績連動報酬の内容及び額の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の
決定に関する方針を含む）＞
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　当社の役員の業績連動報酬は、個々の業務執行状況や当社グループの業績指標等に基づき算出し、
短期の業績連動賞与としての位置付けで毎年一定の時期に支給することとする。なお、業績を最も
客観的に表し、月次ベースで評価可能な営業利益を主な業績指標（ＫＰＩ）とし、計算期間におけ
る計画達成率や前期比伸び率等により評価を行う。

＜４．役員の個人別の報酬額に対する基本報酬・業績連動報酬の割合の決定方針＞
　基本報酬・業績連動報酬の支給割合については、基本方針①～④（特に当社が公共性の高い事業
を行っているという点）を踏まえて決定し、目安は下記のとおりとする。なお、下記の支給割合に
ついては、事業ポートフォリオの変化に応じて適時修正する。また、役位・役職等による支給割合
の差は設けない。

基本報酬 業績連動報酬

80％ 20％

＜５．役員の個人別報酬の内容についての決定に関する事項＞
　当社役員の報酬総額は、2016年6月29日開催の定時株主総会にて決議されており、取締役（監
査等委員を除く）が年額200百万円以内、監査等委員である取締役が年額30百万円以内となってい
る。また、業績連動報酬（役員賞与）についても当該年額に含まれているが、その支給総額につい
て、毎年改めて株主総会に諮り、承認を受けることとする。
　各取締役（監査等委員を除く）の報酬額については、取締役会の決議に基づき、代表取締役社長
に委任するものとし、その権限の内容は、「役員報酬内規」に定めた基本報酬の決定基準及び業績
連動報酬の配分基準に基づく各取締役（監査等委員を除く）の報酬額の決定とする。
　また、監査等委員である取締役の報酬額については、「役員報酬内規」に定めた基本報酬の決定
基準及び業績連動報酬の配分基準を踏まえ、監査等委員の協議により決定する。

⑸　当事業年度に係る取締役の報酬等の額

区 分 報 酬 額 の 総 額
（千円）

報 酬 等 の 額 （ 千 円 ） 対 象 と な る
役 員 の 員 数

（名）基本報酬 業績連動
報 酬

取 締 役
( 監 査 等 委 員 を 除 く ） 115,678 94,578 21,100 8
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 23,817 19,717 4,100 3
（ う ち 社 外 取 締 役 ） 10,366 9,466 900 2

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

139,495
10,366

114,295
9,466

25,200
900

11
2
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（注）１．報酬等の額には、第71回定時株主総会において決議予定の役員賞与25,200千円［取締役（監査等委
員を除く）７名21,100千円、取締役（監査等委員）３名4,100千円］を含めております。

２．報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額22,435千円［取締役（監査等委
員を除く）７名20,508千円、取締役（監査等委員）３名1,927千円］を含めております。

３．取締役会は、代表取締役社長古野晃氏に対し、各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を除く各取締
役の業績連動賞与の決定を委任しております。委任した理由は、当社グループの全体及び事業別の業
績等を勘案しつつ、各取締役の業務執行について評価を行うには代表取締役が適していると判断した
ためであります。

４．報酬等の額のほか、使用人兼務取締役５名の使用人分給与相当額49,200千円を支払っております。
５．報酬等の額のほか、2020年６月26日開催の第70回定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金741

千円［取締役１名741千円］を支給しております。（過年度の事業報告書において開示済みの役員退
職慰労金引当金繰入額を除いております。）

⑹　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

 

１．取締役（監査等委員）松井大輔氏は、松井公認会計士事務所の所長であり、また、
　　ＴＯＮＥ株式会社の社外取締役（監査等委員）及び神陽監査法人の代表社員を兼務してお

ります。なお、当社と松井公認会計士事務所、ＴＯＮＥ株式会社及び神陽監査法人との間
には特別の関係はありません。

２．取締役（監査等委員）桑森ひとみ氏は、弁護士法人桑森法律事務所の代表者であります。
なお、当社と弁護士法人桑森法律事務所との間には特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況及び期待される役割に関して行った職務の概要
氏 名 主な活動状況及び期待される役割に関して行った職務の概要

松 井 大 輔

当事業年度開催の取締役会14回すべてに出席し、公認会計士としての専門的見地から適宜
発言を行っております。また、当事業年度開催の監査等委員会13回すべてに出席し、監査
結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議を行っております。コーポレー
ト・ガバナンスに関する具体的な情報提供や発言をしております。

桑　森　ひとみ

当事業年度開催の取締役会14回のうち13回に出席し、弁護士としての専門的見地から適
宜発言を行っております。また、当事業年度開催の監査等委員会13回すべてに出席し、監
査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議を行っております。法律家とし
て議論の論点整理と説明責任の遂行に関する発言をしております。
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４．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

　ひびき監査法人
　なお、当社の会計監査人は、2020年６月26日開催の第70回定時株主総会終結の時をもって有
限責任監査法人トーマツからひびき監査法人に異動しております。

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①　公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬等の額 24,000千円
②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額 26,000千円
 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。

⑶　非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務であるデューデリ
ジェンス支援業務に係る対価を支払っております。

⑷　監査等委員会が会計監査人の報酬等について同意をした理由
　監査等委員会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料を入手し、報告を受け
た上で会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況の相当性、報酬見積りの算定根拠
について確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬
等の額について同意しております。

⑸　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監
査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査
人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
　また、当社監査等委員会は、会計監査人の職務の執行状況や当社の監査体制等を勘案して会計
監査人の変更が必要であると認められる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不
再任に関する議案の内容を決定いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制
　当社は、内部統制システムの整備に関する基本方針について、取締役会において次のとおり決議
しております。
⑴　取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　取締役及び従業員は、「コンプライアンス規定」及び同規定に基づく「コンプライアンス宣
言」を行動規範とし、業務分掌及び職務権限規定等各種規定に基づいて職務を執行する。

②　内部監査機関として社長直属の監査室を設置し、業務活動が適切かつ効率的に行われている
か定期あるいは臨時に監査する体制をとる。

③　従業員及び外部者が不利益を受けることなく通報できる「通報・相談窓口」を設置・運営し、
内部統制の補完及び強化を図る。

④　財務報告の信頼性を確保するために、内部統制の整備、運用状況の評価を行うとともに、必
要に応じて改善、是正措置を講ずる。

⑤　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関係を持たず、不当な要求を受けた
場合には、警察等の外部専門機関とも連携し、毅然とした態度で臨む。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報については、「文書取扱規定」その他関連規定に基づき、重要な
会議の議事録や決裁書類を適切に保存・管理する。
　また、情報取扱責任者を任命し、会社情報の適時、適切な開示を行う体制を整備する。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　「リスク管理規定」を定め、業務執行に係るリスクの把握と分析を行い、適切な対応を行うた
めの全社的な管理体制を構築する。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の職務が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回
開催するほか、社長を議長とする経営審議会を定期的に開催する。
　取締役会により中期経営計画及び単年度の経営計画を策定し、計画達成のため取締役及び従業
員の職務の執行が効率的に行われるよう、職務権限と担当業務を明確にし、取締役及び各職位の
権限と責任を明確にする。
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⑸　当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　子会社において経営上重要な事項を決定する場合は、社内規定等に基づき、当社へ事前協議

等が行われる体制を構築する。また、業績については定期的に、業務上重要な事項が発生し
た場合は都度、当社に報告が行われる体制を構築する。

②　子会社に関してもコンプライアンスの確保、会計基準の同一性の確保等グループ一体となっ
た内部統制の維持・向上を図る。また、監査室による監査を必要に応じて実施する。

③　行動規範、リスク管理体制の適用範囲には子会社も含め、グループ全体の業務の適正化を図
る。

④　子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、グループ全体の協力の推進及び業務の整合
性の確保と効率的な遂行を図るため、「関係会社管理規定」を制定する。

⑤　子会社が当社と同様のコンプライアンス体制を構築するために、「内部通報規定」により、
その通報窓口を子会社にも開放し、これを子会社に周知することにより、当社グループにお
けるコンプライアンスの実効性とグループ内取引の公正性を確保する。

⑥　子会社の取締役、監査役及び使用人は、子会社においてコンプライアンス上の問題等につい
て、内部通報制度により監査室に報告する。監査室は、直ちに監査等委員会に報告を行うと
ともに、意見を述べることができる。監査等委員会は意見を述べるとともに改善策の策定を
求めることができる。

⑹　監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）からの独立性に関する事項

　監査等委員会より職務補助の要請があるときには、要請内容を尊重し、監査室又は総務・財務
部門の従業員に監査等委員会の職務を補助させるとともに、かかる職務については、監査等委員
会の指揮命令に従うこととし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保
する。

⑺　取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関
する体制

①　監査等委員会は、重要な意思決定の過程及び取締役の職務執行の状況を把握するため、取締
役会、経営審議会等の重要な会議に出席し、意見を述べることができる。

②　定期的に監査等委員会と社長との意見交換の場を設けるほか、監査等委員会が必要と認めた
場合は他の取締役及び従業員からその職務等に関する報告を受けることができる。
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⑻　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査等委員会は、内部監査部門である監査室と緊密な連携を保ち、内部監査の実施状況につ

いて適宜報告を受ける。
②　監査等委員会は、監査に当たり重要な帳票・書類等の提出や状況説明を求める等の権限を有

する。
③　当社の取締役及び使用人は、監査等委員会からその職務執行に関する事項の説明を求められ

た場合、及びコンプライアンス違反事項を認識した場合、速やかに監査等委員会へ報告を行
う。また、使用人の監査等委員会への情報提供を理由とした不利益な処遇は一切行わない。

④　監査等委員会は、必要に応じ、会計監査人・弁護士等に相談することができ、その費用は会
社が負担するものとする。

６．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
⑴　取締役の職務執行

　当事業年度において取締役会を14回開催しており、経営上の意思決定を行っております。ま
た、取締役会規定やその他の社内規定を制定し、取締役が法令及び定款に則って行動するよう徹
底しております。

⑵　監査等委員の職務執行
　当事業年度において監査等委員会を13回開催しており、監査等委員相互による意見交換が行わ
れております。また、監査等委員は、取締役会等の重要会議に出席するほか、会計監査人並びに
監査室との間で定期的に情報交換を行うことにより、取締役の職務執行について監査をしており
ます。

⑶　内部監査の実施
　社長直轄部門である監査室は、内部監査計画に基づき、当社各部門及びグループ各社の内部監
査を実施しております。監査結果について社長に報告を行うとともに、被監査部門等に要改善事
項の指示を行っております。

⑷　内部統制システム
　当社は、内部統制システムの整備及び運用状況について継続的に評価を実施しており、その結
果判明した問題点につきましては、是正措置を行い、より適切な内部統制システムの構築・運用
に努めております。

（注）１．売上高等の金額は、消費税等を控除しております。
２．記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
顧 客 関 連 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

8,827,904
4,791,628
2,958,526

228,507
448,571
419,948

△19,278
10,613,079
7,069,003
2,167,102

585,541
3,168,815

257,586
889,957

2,312,189
1,982,163

264,349
65,675

1,231,887
943,188

9,400
16,960

267,175
△4,836

流 動 負 債 4,670,875
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,884,895
電 子 記 録 債 務 821,611
短 期 借 入 金 30,000
１年内返済予定長期借入金 715,934
リ ー ス 債 務 106,433
未 払 法 人 税 等 271,927
役 員 賞 与 引 当 金 26,300
そ の 他 813,772

固 定 負 債 2,094,223
長 期 借 入 金 1,213,371
長 期 未 払 金 177,559
リ ー ス 債 務 175,482
繰 延 税 金 負 債 188,493
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 259,814
そ の 他 79,502

負 債 合 計 6,765,099
純 資 産 の 部

株 主 資 本 12,299,995
資 本 金 870,500
資 本 剰 余 金 1,185,972
利 益 剰 余 金 10,549,280
自 己 株 式 △305,757

その他の包括利益累計額 375,889
その他有価証券評価差額金 375,889

純 資 産 合 計 12,675,885
資 産 合 計 19,440,984 負 債 及 び 純 資 産 合 計 19,440,984
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連 結 損 益 計 算 書

(2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 21,417,891
売 上 原 価 13,209,566

売 上 総 利 益 8,208,325
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,217,235

営 業 利 益 991,090
営 業 外 収 益

受 取 利 息 96
受 取 配 当 金 14,182
受 取 賃 貸 料 9,235
仕 入 割 引 5,672
保 険 解 約 返 戻 金 31,851
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 30,728
そ の 他 35,994 127,761

営 業 外 費 用
支 払 利 息 9,672
売 上 割 引 757
不 動 産 賃 貸 費 用 920
そ の 他 5,065 16,416
経 常 利 益 1,102,435

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 22,558
投 資 有 価 証 券 売 却 益 330 22,888

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 7,475
減 損 損 失 49,638
会 員 権 売 却 損 1,527 58,641

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,066,682
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 410,739
法 人 税 等 調 整 額 △15,035 395,703
当 期 純 利 益 670,978
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 670,978
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連結株主資本等変動計算書

(2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 870,500 1,185,972 10,023,076 △305,745 11,773,803

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △144,774 △144,774
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 670,978 670,978

自 己 株 式 の 取 得 △11 △11
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 526,204 △11 526,192

当 期 末 残 高 870,500 1,185,972 10,549,280 △305,757 12,299,995

（単位：千円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 210,503 210,503 11,984,306

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △144,774
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 670,978

自 己 株 式 の 取 得 △11
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 165,386 165,386 165,386

連結会計年度中の変動額合計 165,386 165,386 691,578

当 期 末 残 高 375,889 375,889 12,675,885
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連　結　注　記　表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　６社
・連結子会社の名称　　　　　　丸信ガス株式会社

湖東ガス株式会社
近畿酸素株式会社
株式会社フモト商会
株式会社キンキ酸器
角丸エナジー株式会社

　当連結会計年度において、サンキホールディングス株式会社は連結子会社である株式会社キンキ酸器に吸
収合併されたことにより消滅したため、連結の範囲から除外しております。

②　非連結子会社の状況
・非連結子会社の名称　　　　　彦根ホームガス株式会社
・連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び

利益剰余金等はいずれも、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていない
ためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

　該当会社はありません。
②　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

・会社の名称
（非連結子会社）　　　　　　彦根ホームガス株式会社
（関連会社）　　　　　　　　愛媛ベニー株式会社

株式会社ファイブスターガス
・持分法を適用しない理由　　　持分法非適用会社は当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて持分法の対象から除いても連結計算書類に及
ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためでありま
す。
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　⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、株式会社キンキ酸器の決算日は１月31日であります。株式会社キンキ酸器については
決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行
っております。
　また、当連結会計年度において、連結子会社である角丸エナジー株式会社は、決算日を12月31日から３
月31日に変更し、連結決算日と同一となっております。当該子会社の2021年１月１日から2021年３月31
日までの３ヶ月の損益について連結損益計算書を通じて調整する方法を採用しており、当連結会計年度にお
ける会計期間は15ヶ月間となっております。当該変更による当連結会計年度に与える影響は軽微でありま
す。
　なお、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法
ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）
なお、一部の小口商品については最終仕入原価法を採用しております。

製品　　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定）

②　固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

（リース資産を除く）
定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては定額法）を採用しております。

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナン
ス・リース取引に係るリ
ース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．役員賞与引当金　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基
づき当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　当社及び一部の連結子会社は、役員の退職金支給に備えるため、役員退
職慰労金取扱内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、投資効果の発現する期間（５年～10年）で均等償却しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理　　　　　税抜方式を採用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）
　前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含めていた「電子記録債権」、「流動
負債」の「支払手形及び買掛金」に含めていた「電子記録債務」は、重要性が増したため、当連結会計年度よ
り独立掲記することといたしました。なお、前連結会計年度の「受取手形及び売掛金」に含めていた「電子記
録債権」は241,980千円、「支払手形及び買掛金」に含めていた「電子記録債務」は622,046千円でありま
す。
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度
の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しており
ます。

３．会計上の見積りに関する注記
⑴　連結計算書類に計上した会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響
を及ぼすリスクがある項目
　固定資産の減損会計の適用及び繰延税金資産の回収可能性は、将来の事業計画を基礎として見積られますが、
当該見積りは、将来の経済状況の変動によって影響を受ける可能性があると判断しております。

⑵　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産　　　　　　　　　　　　7,069,003千円
無形固定資産　　　　　　　　　　　　2,312,189千円
繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　  16,960千円
繰延税金負債　　　　　　　　　　　　　188,493千円
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⑶　会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　将来の事業計画により見積られた将来の営業キャッシュ・フロー及び将来の課税所得に基づき、固定資産の
減損会計及び税効果会計を適用し、有形固定資産及び無形固定資産並びに繰延税金資産及び繰延税金負債を計
上しております。
　当該営業キャッシュ・フロー及び課税所得が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によっ
て影響を受ける可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計
算書類において、有形固定資産及び無形固定資産並びに繰延税金資産及び繰延税金負債に重要な影響を与える
可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
土地 609,966千円

②　担保に係る債務
１年内返済予定長期借入金 196,680千円
長期借入金 180,250千円

376,930千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 10,271,853千円

⑶　投資不動産の減価償却累計額 57,139千円

５．連結損益計算書に関する注記
減損損失
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類
事業所跡地

（大阪府松原市） 遊休資産 投資不動産
　当社グループは、原則として、事業用資産については事業所毎の事業セグメントを基準としてグルーピング
を行っており、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
　大阪府松原市の投資不動産について、2019年６月に賃貸先との賃貸借契約を解約したことに伴い、退去後
の土地及び建物等が遊休状態になり、当該土地の回収可能価額が帳簿価額を下回っているため、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（49,638千円）として特別損失に計上いたしました。
　なお、回収可能価額は、固定資産税評価額に基づき、合理的な調整を行って算定した価額としております。
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 8,046,500株

⑵　当連結会計年度中に行った剰余金の配当

決 　 議 株式の種類 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 72,387千円 9.5円 2020年

３月31日
2020年

６月29日

2020年10月27日
取 締 役 会 普通株式 72,387千円 9.5円 2020年

９月30日
2020年

12月10日
⑶　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　議（予定） 株式の種類 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年６月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 83,816千円 11.0円 2021年

３月31日
2021年

６月30日

　配当の原資は利益剰余金であります。

７．金融商品に関する注記
　⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取り組み方針
　当社グループは、資金運用については３ヶ月を超えない国債等に限定し、また、資金調達については銀
行借入による方針であります。デリバティブなどの投機的な取引は行いません。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当
該リスクに関しては、当社グループの与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うと
ともに、主な取引先の信用状況を毎期把握する体制としております。
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する
企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、すべて１年以内の支払期日であります。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資やＭ＆Ａ
に係る資金調達であります。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資
金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。
　未払法人税等は、すべて１年以内の支払期日であります。
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　⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 現 金 及 び 預 金 4,791,628 4,791,628 －

② 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 2,958,526 2,958,526 －

③ 電 子 記 録 債 権 228,507 228,507 －

④ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 932,454 932,454 －

⑤ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,884,895 1,884,895 －

⑥ 電 子 記 録 債 務 821,611 821,611 －

⑦ 短 期 借 入 金 30,000 30,000 －

⑧ 未 払 法 人 税 等 271,927 271,927 －

⑨ 長 期 借 入 金 （ ※ ） 1,929,305 1,925,611 △ 3,693

（※）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、並びに③電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

④投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑤支払手形及び買掛金、⑥電子記録債務、⑦短期借入金、並びに⑧未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑨長期借入金
変動金利により返済している借入金の時価については帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。また、固定金利により返済している借入金の時価については、新規に同様の借入を行
った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額　10,733千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ
ローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③　投資有価
証券　その他有価証券」には含めておりません。同様に関係会社株式（連結貸借対照表計上額　
9,400千円）についても市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、時価注記には含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
　　１株当たり純資産額　　　 1,663円56銭
　　１株当たり当期純利益　　　　88円06銭

９．その他の注記
　　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
前 渡 金
短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
差 入 保 証 金
破 産 ・ 更 生 債 権 等
投 資 不 動 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

7,766,189
4,184,983

329,282
220,382

2,162,069
395,977
104,319
93,710

289,023
△ 13,559
9,572,819
5,819,207
1,524,388

246,011
507,175

1,850
475,735

2,771,510
229,572
62,964

524,703
469,574
45,934
9,194

3,228,907
937,536

1,312,155
2,347

778,108
41,921
4,836

45,018
111,821
△ 4,836

流 動 負 債 3,749,782
支 払 手 形 154,480
電 子 記 録 債 務 821,611
買 掛 金 1,175,936
１年内返済予定長期借入金 563,292
リ ー ス 債 務 94,344
未 払 金 138,709
未 払 費 用 408,519
未 払 法 人 税 等 255,600
未 払 消 費 税 等 92,140
前 受 金 940
役 員 賞 与 引 当 金 25,200
そ の 他 19,008

固 定 負 債 947,338
長 期 借 入 金 422,058
長 期 未 払 金 51,032
リ ー ス 債 務 156,854
繰 延 税 金 負 債 107,602
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 147,000
預 り 保 証 金 62,790

負 債 合 計 4,697,120
純 資 産 の 部

株 主 資 本 12,265,685
資 本 金 870,500
資 本 剰 余 金 1,185,972

資 本 準 備 金 1,185,972
利 益 剰 余 金 10,514,970

利 益 準 備 金 161,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 10,353,970

特 定 資 産 圧 縮 積 立 金 137,298
別 途 積 立 金 9,300,000
繰 越 利 益 剰 余 金 916,671

自 己 株 式 △ 305,757
評 価 ・ 換 算 差 額 等 376,201

その他有価証券評価差額金 376,201
純 資 産 合 計 12,641,887

資 産 合 計 17,339,008 負 債 及 び 純 資 産 合 計 17,339,008
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損　益　計　算　書

(2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 17,076,105
売 上 原 価 10,625,219

売 上 総 利 益 6,450,885
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,442,319

営 業 利 益 1,008,566
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 42,113
受 取 賃 貸 料 7,756
仕 入 割 引 5,672
そ の 他 25,182 80,724

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,171
売 上 割 引 757
不 動 産 賃 貸 費 用 920
そ の 他 3,166 9,016
経 常 利 益 1,080,275

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 17,063
投 資 有 価 証 券 売 却 益 330 17,393

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 4,584
減 損 損 失 49,638 54,223

税 引 前 当 期 純 利 益 1,043,444
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 360,242
法 人 税 等 調 整 額 1,938 362,180
当 期 純 利 益 681,264
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株主資本等変動計算書

(2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金 合 計
当 期 首 残 高 870,500 1,185,972 1,185,972
事 業 年 度 中 の 変 動 額

特定資産圧縮積立金の取崩
別 途 積 立 金 の 積 立
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － －
当 期 末 残 高 870,500 1,185,972 1,185,972
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（単位：千円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益
剰 余 金
合 計

特 定 資 産
圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 161,000 138,644 8,600,000 1,078,835 9,978,480
事 業 年 度 中 の 変 動 額

特定資産圧縮積立金の取崩 △ 1,345 1,345 －
別 途 積 立 金 の 積 立 700,000 △ 700,000 －
剰 余 金 の 配 当 △ 144,774 △ 144,774
当 期 純 利 益 681,264 681,264
自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － △ 1,345 700,000 △ 162,164 536,489
当 期 末 残 高 161,000 137,298 9,300,000 916,671 10,514,970

（単位：千円）
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産
合 計自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △ 305,745 11,729,208 210,561 210,561 11,939,770
事 業 年 度 中 の 変 動 額

特定資産圧縮積立金の取崩 － －
別 途 積 立 金 の 積 立 － －
剰 余 金 の 配 当 △ 144,774 △ 144,774
当 期 純 利 益 681,264 681,264
自 己 株 式 の 取 得 △ 11 △ 11 △ 11

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） 165,639 165,639 165,639

事業年度中の変動額合計 △ 11 536,477 165,639 165,639 702,117
当 期 末 残 高 △ 305,757 12,265,685 376,201 376,201 12,641,887
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個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定）
なお、一部の小口商品については最終仕入原価法を採用しております。

製品　　　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下
げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

（リース資産を除く）
定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては定額法）を採用しております。

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

のれん のれんの償却については、投資効果の発現する期間（５年～10年）で均
等償却しております。

ソフトウェア 見込利用可能期間に毎期均等額を償却しております。
③　リース資産

所有権移転外ファイナン
ス・リース取引に係るリー
ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。
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②　役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき
当事業年度負担額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職金支給に備えるため、役員退職慰労金取扱内規に基づく期末
要支給額を計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　　　消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式を採用しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）
　前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」、「流動負債」の「支払
手形」に含めていた「電子記録債務」は、重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することといたしま
した。なお、前事業年度の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」は232,492千円、「支払手形」に含
めていた「電子記録債務」は622,046千円であります。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年
度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
⑴　計算書類に計上した会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼすリス

クがある項目
　固定資産の減損会計の適用及び超過収益力等を加味した実質価額に基づく関係会社株式の減損処理の要否
は、将来の事業計画を基礎として見積られますが、当該見積りは、将来の経済状況の変動によって影響を受け
る可能性があると判断しております。

⑵　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　　有形固定資産　　　　　　　　5,819,207千円
　　　　　無形固定資産　　　　　　　　　524,703千円
　　　　　関係会社株式　　　　　　　　1,312,155千円

⑶　会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　将来の事業計画により見積られた将来の営業キャッシュ・フロー及び超過収益力に基づき、固定資産の減損
会計及び金融商品会計を適用し、有形固定資産及び無形固定資産並びに関係会社株式を計上しております。
　当該営業キャッシュ・フロー及び収益が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって
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影響を受ける可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類にお
いて、有形固定資産及び無形固定資産並びに関係会社株式に重要な影響を与える可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
土地 609,966千円

②　担保に係る債務
１年内返済予定長期借入金 196,680千円
長期借入金 180,250千円

376,930千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 9,286,793千円

⑶　投資不動産の減価償却累計額 57,139千円

⑷　保証債務
他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

近畿酸素㈱ 208,190千円
㈱キンキ酸器 713,153千円

⑸　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 329,832千円
長期金銭債権 726,249千円
短期金銭債務 76,660千円

５．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

　売上高 1,068,361千円
　仕入高 210,111千円
　販売費及び一般管理費 6,295千円
　営業取引以外の取引高 33,607千円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数 普通株式 426,775株

７．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払費用（賞与） 57,997千円
未払事業税 16,235千円
貸倒引当金 5,629千円
役員退職慰労引当金 44,982千円
長期未払金 15,616千円
一括償却資産 4,287千円
減損損失 15,189千円
その他 16,972千円
繰延税金資産小計 176,909千円
評価性引当額 △ 58,099千円
繰延税金資産合計 118,810千円

繰延税金負債
有形固定資産 60,538千円
投資有価証券 165,875千円
繰延税金負債合計 226,413千円

繰延税金負債の純額 107,602千円
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８．関連当事者との取引に関する注記
（1）子会社

（単位：千円）

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（注４） 科 目 期末残高

子 会 社 近 畿 酸 素 ㈱ （所有）
直接 100％

役員の兼任
債務保証

債務保証
（注１） 208,190 － －

子 会 社 ㈱ キ ン キ 酸 器 （所有）
直接 100％

資金の援助
債務保証

資金の貸付
（注２） 200,000 短期貸付金 29,663

利息の受取
（注２） 438 関係会社

長期貸付金 248,127

債務保証
（注２） 713,153 － －

子 会 社 角丸エナジー㈱ （所有）
直接 100％

資金の援助
役員の兼任

利息の受取
（注３） 2,531

短期貸付金 64,047
関係会社

長期貸付金 529,980

（注１）債務保証については、近畿酸素㈱の金融機関からの借入債務に対し行ったものであり、保証料は受領
しておりません。

（注２）㈱キンキ酸器に対する貸付金については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間10年、
月賦返済としております。なお、担保は受け入れておりません。
債務保証については、㈱キンキ酸器の金融機関からの借入債務に対し行ったものであり、保証料は受
領しておりません。

（注３）角丸エナジー㈱に対する貸付金については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間10
年、月賦返済としております。なお、担保は受け入れておりません。

（注４）取引金額には消費税等を含めておりません。

（2）役員等
（単位：千円）

種 類 会社等の名称
又 は 氏 名

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（注３） 科 目 期末残高

役 員 中 野 　 雅 司 （被所有）
直接 0.2％ 当社取締役

住宅リフォー
ム工事売上
（注１）

26,546 － －

役 員 の
近 親 者 辻 　 充 －

当社代表取締役
社長の子の配偶者

住宅建築工事
売上（注２）

21,171 － －
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（注1）住宅リフォーム工事売上については、一般の取引条件と同様に決定しております。
（注2）住宅建築工事売上については、一般の取引条件と同様に決定しております。
（注3）取引金額には消費税等を含めておりません。

９．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,659円10銭
１株当たり当期純利益 89円41銭

10．その他の注記
　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
2021年５月20日

大丸エナウィン株式会社
取締役会　御中

ひびき監査法人
大 阪 事 務 所
代  表  社  員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木  下 　 隆  志 ㊞
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小  林 　    裕 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、大丸エナウィン株式会社の2020年４月１日から
2021年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、大丸エナウィン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

－ 40 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結
計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監
査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
2021年５月20日

大丸エナウィン株式会社
取締役会　御中

ひびき監査法人
大 阪 事 務 所
代  表  社  員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木  下 　 隆  志 ㊞
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小  林 　    裕 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、大丸エナウィン株式会社の2020年４月１
日から2021年３月31日までの第71期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事
項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続
企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第71期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその
職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人　ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人　ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年５月21日
大丸エナウィン株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 中 井 星 治 ㊞
監 査 等 委 員 松 井 大 輔 ㊞
監 査 等 委 員 桑　森　ひとみ ㊞

（注）監査等委員松井大輔及び桑森ひとみは、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取
締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
　第71期の期末配当につきましては、当期の業績、企業体質の強化と今後の事業展開のための内
部留保、安定的な配当維持などを総合的に勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じ
ます。
①　配当財産の種類

　金銭
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金11円00銭
　総額83,816,975円を利益剰余金から配当いたします。

（注）中間配当を含めた当期の年間配当は、１株につき20円50銭となり、2円50銭の増配
となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日（期末配当金の支払開始日）
　2021年６月30日

２．その他の剰余金の処分に関する事項
　その他の剰余金の処分につきましては、経営の健全な発展を期し、企業体質の強化と今後の事
業展開に備えて内部留保を充実させるため、以下のとおりといたしたいと存じます。
①　増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 540,000,000円
②　減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 540,000,000円
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名全員が任期満了となりま
す。つきましては、経営体制の効率化のために１名減員し、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）６名の選任をお願いするものであります。なお、監査等委員会における協議の結果、本議案に
関する特段の指摘事項はございませんでした。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

1

ふる
古

 
　

の
野

 
　

 
　

 
　

あきら
晃

（1953年４月１日生）

1971年 ３月 当社入社

39,766株

2000年 ６月 当社取締役滋賀支店長
2008年 ６月 当社常務取締役

滋賀支店長
2011年 ４月 当社常務取締役

リビング事業本部長
2011年 ６月 当社専務取締役

リビング事業本部長
2013年 ４月 当社代表取締役社長

現在に至る
【取締役候補者とした理由】
　候補者は、８年間にわたり当社代表取締役社長として強いリーダーシップを発揮
し、当社グループ全般の経営を担ってきました。その豊富な経験と見識が当社の経
営に活かせるものと判断し、引き続き取締役候補者として選任をお願いするもので
あります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

2

い
居

うち
内

きよ
清

かず
和

（1971年５月12日生）

1994年 ４月 当社入社

11,400株

2008年 ４月 当社奈良営業所長
2013年12月 当社大阪支店長
2015年 ４月 当社執行役員大阪支店長
2017年 ４月 当社執行役員

リビング事業本部副本部長
兼ぽっぽガス部長

2017年 ６月 当社取締役
リビング事業本部副本部長
兼ぽっぽガス部長

2018年 ４月 当社取締役
リビング事業本部副本部長
兼ぽっぽガス部長
兼エネルギー・住設部長
兼新エネルギー部長

2019年 ４月 当社取締役滋賀支店長
2021年 ４月 当社取締役

リビング事業本部長
兼エネルギー・住設部長
兼新エネルギー部長
現在に至る

【取締役候補者とした理由】
　候補者は、2017年より当社リビング事業本部副本部長として同部門を牽引した
ほか、当社主要支店で支店長を経験しております。また2017年より当社取締役に
選任されており、業務執行能力に優れております。それらの経歴を通じて培った経
験や見識が当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締役候補者として選任
をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

3

あお
青

き
木

あつ
重

ひと
人

（1962年８月16日生）

1985年 ３月 当社入社

15,700株

2002年 ４月 当社北陸営業所長
2004年 ４月 当社関東支店副支店長
2009年 ４月 当社湖南支店副支店長
2013年 ４月 当社滋賀支店長
2016年 ４月 当社新エネルギー部長
2017年 ４月 当社執行役員

医療・産業ガス事業本部副本部長
兼新エネルギー部長

2018年 ４月 当社執行役員
医療・産業ガス事業本部長
兼製造・物流室長

2018年 ６月 当社取締役
医療・産業ガス事業本部長
兼製造・物流室長

2021年 4 月 当社取締役
医療・産業ガス事業本部長
兼医療ガス部長
現在に至る

【取締役候補者とした理由】
　候補者は、当社の主要支店で副支店長・支店長を務めたほか、本社営業部署、経
営企画部署、子会社での豊富な経験があり、多面で当社の発展に貢献してきまし
た。また2017年には当社執行役員、2018年には当社取締役に選任されており、
経営戦略の策定や業務執行にも携わっております。それらの経歴を通じて培った
経験や見識が当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締役候補者として選
任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

4

みや
宮

まえ
前

まさ
雅

ひこ
彦

（1965年２月２日生）

1985年 ６月 当社入社

10,900株

2011年 ８月 当社情報企画部長
2015年 ４月 当社執行役員

情報企画部長
2017年 ４月 当社執行役員

総務部長兼情報企画部長
2018年 ６月 当社取締役

総務部長兼情報企画部長
現在に至る

【取締役候補者とした理由】
　候補者は、入社後長年にわたり情報システム部門に従事し、当社内部管理体制の
向上に貢献してきました。また2015年には当社執行役員、2018年には当社取締
役に選任されており、経営戦略の策定や業務執行にも携わっております。現在は総
務部長を兼任し、人事、法務、広報等の責任者として手腕を発揮しております。そ
れらの経歴を通じて培った経験や見識が当社の経営に活かせるものと判断し、引き
続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

5

つか
塚

もと
本

てる
晃

ひさ
久

（1967年６月14日生）

2015年11月 当社入社

1,700株

管理統轄補佐
2017年 ４月 当社営業管理部長
2018年 ４月 当社財務部長
2019年 ６月 当社取締役財務部長

現在に至る
【取締役候補者とした理由】
　候補者は、公認会計士の資格を持ち、監査法人における18年間の監査業務を通
じて相当程度の財務・会計知識を有しております。また、当社では営業管理部長、
財務部長を務め、当社の管理部門全般の業務に携わっております。それらの経歴を
通じて培った経験や見識が当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締役候
補者として選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

6

なか
中

の
野

まさ
雅

し
司

（1959年10月24日生）

1978年 ３月 当社入社

13,662株

2000年10月 当社奈良営業所長
2006年 ４月 当社湖南支店長
2011年 ４月 当社保安室長
2015年 ４月 当社執行役員保安室長
2016年 ４月 当社執行役員滋賀支店長
2019年 ４月 当社執行役員

リビング事業本部副本部長
兼ぽっぽガス部長
兼エネルギー・住設部長
兼新エネルギー部長

2019年 ６月 当社取締役
リビング事業本部副本部長
兼ぽっぽガス部長
兼エネルギー・住設部長
兼新エネルギー部長

2021年 4 月 当社取締役
リビング事業本部副本部長
兼ぽっぽガス部長
兼製造・物流室長
現在に至る

【取締役候補者とした理由】
　候補者は、当社主要支店で支店長を歴任したほか、保安室長を務め、ＬＰガス業
務の法的規制に関し相当程度の知識を有しております。2019年４月からは当社リ
ビング事業本部副本部長として同部門を牽引しております。また2015年４月には
当社の執行役員に選任されており、経営分析能力に優れております。それらの経歴
を通じて培った経験や見識が当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締役
候補者として選任をお願いするものであります。

－ 51 －



（注）1．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2．当社は、保険会社との間で、古野晃氏、居内清和氏、青木重人氏、宮前雅彦氏、塚本晃久氏及び、

中野雅司氏（全員）を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
締結しております。被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追
及に係る請求を受けることによって生じることのある損害について、当該保険契約により塡補すること
としております。保険料は、全額会社負担としております。また、次回更新時には同内容での更新を予
定しております。なお、当該保険契約の被保険者は、当社及び当社の会社法上の全ての子会社の役員で
あり、本議案において各氏の選任が承認可決された場合には、各氏は引き続き被保険者となります。

第３号議案　監査等委員である取締役１名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役桑森ひとみ氏は辞任いたしますので、その補欠
として監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本総会にて選任された監査等委員である取締役の任期は、当社定款の定めにより、退任され
た監査等委員である取締役の任期の満了する時までとなります。
　また、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役の候補者は次のとおりであります。

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

ま つ

松
も と

本
ひ ろ

裕
み

美
（1959年９月４日生）

（戸籍名　
き し

岸
だ

田
ひ ろ

裕
み

美）

1994年 ４月 弁護士登録

0株

近畿合同法律事務所入所
2008年 ４月 岸田・松本法律事務所

現在に至る
【社外取締役（監査等委員）候補者とした理由】
　候補者は、会社経営に直接関与された経験はありませんが、弁護士としての豊富な実
務経験に基づき、企業法務をはじめ法務全般に関する専門的な知見を有しておられるこ
とから、社外取締役（監査等委員）として選任をお願いするものであります。

【期待される役割の概要】
　法的な観点から客観的かつ公正な監査及び取締役会に対する有益な意見をいただける
ことを期待しております。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．松本裕美氏は、社外取締役候補者であります。
３．松本裕美氏は、株式会社東京証券取引所の定める独立役員の候補者として指定し、同取引所に届け出

ております。選任された場合、独立役員となる予定であります。
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４．当社は、監査等委員である取締役との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
法令の定める最低責任限度額としており、候補者が選任された場合、当該責任限定契約を締結する予
定であります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

５．当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被
保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係る請求を受けることによ
って生ずることのある損害を、当該保険契約により塡補することとしております。当該保険の保険料
は、全額当社が負担しております。本議案において松本裕美氏が選任された場合、当該役員等賠償責
任保険契約を締結する予定であります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

第４号議案　退任取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び退任監査等委員である取締役に対
する退職慰労金贈呈の件
　本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。）を退任される田中勝氏及び監
査等委員である取締役を退任される桑森ひとみ氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社における
一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的な金額、贈呈の時期、
方法等につきましては、退任取締役（監査等委員である取締役を除く。）については取締役会に、退
任監査等委員である取締役については監査等委員である取締役の協議に、それぞれご一任願いたいと
存じます。
　本議案は、当社において予め取締役会で決められた取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
及び社内内規に沿って取締役会で決定しており、相当であると判断しております。
　当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針は、事業報告の13ページに記載のとおりであ
ります。
　退任取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び退任監査等委員である取締役の略歴は次のと
おりであります。

氏 名 略 歴

た

田
な か

中
 

　
まさる

勝

2006年 ６ 月 当社取締役
2011年 ６ 月 当社常務取締役
2019年 ４ 月 当社専務取締役

現在に至る
く わ

桑
も り

森
 

　
 

ひ
 

と
 

み
2016年 6 月 当社取締役（監査等委員）

現在に至る
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第５号議案　役員賞与支給の件
　当期末時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名及び監査等委員である取締役３名に
対し、当期の業績等を勘案して、役員賞与総額25,200千円［取締役（監査等委員である取締役を除
く。）分21,100千円、監査等委員である取締役分4,100千円］を支給することといたしたいと存じま
す。
　本議案は、当社の事業規模や業種及び営業利益等をもとに評価を行って決定しており、相当である
ものと判断しております。
　なお、各取締役に対する金額は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）については取締役会
に、監査等委員である取締役については監査等委員である取締役の協議に、それぞれご一任願いたい
と存じます。
　また、当社の取締役の個別の報酬等の内容に係る決定方針は、事業報告13ページに記載のとおりで
あります。
　また、監査等委員である取締役の協議の結果、本議案に関する特段の指摘事項はございませんでし
た。

以　上

－ 54 －



〈メ モ 欄〉



株主総会会場のご案内

大丸エナウィン株式会社　本社６階会議室

大阪市住之江区緑木一丁目４番39号
電話(06) 6685－5101

スーパー
マルナカ

南港 北加賀屋交差点
津
守

住
之
江
公
園

玉出

地下鉄北加賀屋駅

歩道橋

ユニクロ
住之江店

市営住宅

大
丸
エ
ナ
ウ
ィ
ン

本
　
　
　
社

市営住宅

ニトリ
住之江店

タクシー
　　会社

N

大阪府立住之江
支援学校

南港通

南
港
病
院

新
な
に
わ
筋

③

交通機関
地下鉄（四つ橋線）北加賀屋駅（３番出口）下車　徒歩約10分

※なお、駐車場の準備はいたしておりませんので、あしからず
　ご了承くださいますようお願い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。



証券コード　9818
2021年６月８日

株　主　各　位
大阪市住之江区緑木一丁目４番39号

代表取締役社長 古　野　　　晃

「第71回定時株主総会招集ご通知」の一部訂正について

　同封しております当社「第71回定時株主総会招集ご通知」の記載内容に一部誤りがございましたの
で、謹んでお詫び申しあげますとともに、下記のとおり訂正いたします。

記
（下線部は訂正箇所）

訂正箇所
３ページ　事業報告（2020年４月１日から2021年３月31日まで）⑴事業の経過及びその成果
11行目から

（訂正前）
　株式会社キンキ酸器の販売費の増加及びのれん償却の発生等により、販売費が7,217百万円と前連
結会計年度と比べ591百万円（8.9％）増加したものの、営業利益は、991百万円と前連結会計年度と
比べ151百万円（18.0％）の増益となりました。

（訂正後）
　株式会社キンキ酸器の販管費の増加等により、販管費が7,217百万円と前連結会計年度と比べ591
百万円（8.9％）増加したものの、営業利益は、991百万円と前連結会計年度と比べ151百万円
（18.0％）の増益となりました。

以　上
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